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和歌山県の概要

• 面積・・・・４，７２６k㎡

• 人口・・・・１，０３５，９６９人（平成17年国勢調査）

• 高齢化率・・・・２５．９％（７位）
• 保健医療圏域数・・・７圏域
• 保健所数・・・８保健所１支所
• 事業所規模・・・・中小企業及び小規模企業が占める

割合が全国１位（中小企業白書）



県民の健康の現状
（事業開始当時の指標）

• 平均寿命 ： 男77.97歳 女85.34歳

（男女ともに全国41位）

• 健康寿命 ： 男75.06歳 女78.45歳

（男44位 女46位）

• がん死亡率 ： 男211.3        女100.9
（男39位 女42位）

• 心疾患死亡率：男101.0 女52.2
（男46位 女43位）

• 自殺の死亡率：男29.9 女12.1
（男15位 女40位）

［死亡率：年齢調整死亡率（人口10万対）］



地域職域連携推進協議会設置状況
（その１）

● 県協議会・・・・・平成18年度設置

○平成19年度に県健康増進計画の中間評価を

行い、改訂を行う

○県健康増進計画に基づく地域・職域の連携体制

の構築

○構成機関（団体）の役割の認識と下部組織への

周知



地域職域連携推進協議会設置状況
（その２）

•県長期総合計画（H20.4～H30.3）

•県健康増進計画（H20.3(中間評価)～H25.3）

市町村や企業、学校、市民グル－プなどと連携し、
地域に根ざし､生涯を通じた「健康づくり」を推進

目標：「健康長寿日本一わかやま」の実現



● 圏域協議会・・・平成１９年度に全圏域設置

○各二次医療圏の健康課題の特定

○地域・職域における保健事業の共有化

と共同実施の検討

○健康課題の解決に向けた取組事業の

創出

地域職域連携推進協議会設置状況
（その３）



二次医療圏協議会からの意見

•県内事業所における健康課題がわからない
•圏域ごとに就労状況や健康課題が異なり、
県下統一事業ではなく、圏域の特性を考慮

した事業化が必要（事業の予算化）

•地域保健と職域保健との連携だけではなく、
学域も巻き込んだ連携体制が必要



地域・職域連携事業

●平成２０年度事業（新規事業）

○事業名：健康長寿のための地域職域連携事業

○予算額：１１，５２０千円

○事業構成

◇健康課題・連携事業の明確化を行う取組

◇県下統一的に実施する取組

◇二次医療圏域の地域・職域が連携した取組



健康課題・連携事業の明確化を行う取組

●「事業所健康づくり調査」の実施
○調査対象： 5,000の事業所

（H18事業所・企業統計調査事業所リストより無作為抽出）

○調査方法：郵送調査・FAX回収

●二次医療圏協議会研修会の開催
○対象：二次医療圏協議会委員

○内容：・地域職域連携の進め方

・先進地の地域職域連携事業の取組



県下統一的に実施する取組（その１）

○実施主体
各二次医療圏地域職域連携推進協議会

○受講対象者
・各事業所労務担当者 ・商工会中小企業指導担当者・農協生産者指導担当
・民生委員 ・各種団体役員 ・各ボランティア代表 ・その他

○講 習 内 容
・県民の健康の現状と医療の状況、健診と保健指導のあり方
・メタボリックシンドロ－ムとその予防、適切な栄養、運動、休養
・地区組織活動のあり方

地域職域リ－ダ－養成講習会

○対 象 者
・二次保健医療圏地域職域連携協議会メンバ－と地域職域リ－ダ－

○内 容
・地域保健と職域保健における連携のあり方について

地域職域懇談会の開催



県下統一的に実施する取組（その２）

○実施主体
二次保健医療圏地域職域
連携協議会

○内 容
事業所等の職域及び地域
からの依頼により健康づくり
に関する講座を実施

地域職域出前講座

○実施主体
二次保健医療圏地域職域
連携協議会

○対 象
管内の小学校・中学校・高校

○事業内容
・肥満・やせ対策
・アルコ－ル、たばこ対策
・食生活・運動対策

「小中高生から始める生活
習慣病予防」出張講座



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組

●事業の流れ

○「二次医療圏地域職域連携事業」説明会の開催

・実施主体：各二次医療圏協議会

・事業内容：圏域の健康課題を解決するための地域･職域

・学校が連携した取組事業

・予 算 額：各二次医療圏協議会×１００万円（限度額）

○事業計画書の提出

○事業ヒアリング

ヒアリングメンバ－：部長、局長、課長、労働局課長等



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【地域全体へのアプロ－チ】その１

●チャレンジ組合（橋本医療圏）

理美容組合に健康情報の発信基地となってもらい、地域住民

に健康づくりを啓発

○肺がんの死亡率が
高い

○がん検診の受診率
が低迷

○喫煙率が高い（若い
女性の喫煙率）

健康課題

理容店、美容院を地域
住民の健康情報の発信
基地と位置付け、禁煙
や健診に関する情報
を発信する。

事業のねらい

○理容・美容の組合員を
対象にたばこ対策及び
健診の必要性に関する
研修会の開催
○禁煙パンフ、健診情報
誌の提供（200店舗）

○メタボメジャ－の配布

事業内容



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【地域全体へのアプロ－チ】その２

●ケ－ブルテレビを活用した啓発（新宮医療圏）
ケ－ブルテレビの普及率が高い地域特性を生かし、食生活・運動・禁煙などを
テ－マにした番組を制作し、健康情報や健診や保健事業に関する情報を地域
全体へ啓発

○心疾患の死亡率が
高い

○がん死亡率が高い
○事業所におけるがん
検診の実施率が低迷

○がん検診における
制度間の隙間が生
じている

健康課題

○地域・職域間でがん
検診受診体制の
整備について協議
し、地域全体へ検診
受診の意識付けを
行う

○生活習慣病予防の
意識の向上

事業のねらい

○地域・職域ワ－キ
ングによるがん検診
受診体制整備等の
協議

○生活習慣病予防を
テ－マにした番組
の制作と放映

○健診（検診）制度
普及啓発

事業内容



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【地域全体へのアプロ－チ】その3

●健康のつどい（ウォ－キング） 【全ての医療圏】

地域のウォ－キングのマップを作成し、ウォ－キング大会を開催



○実施主体：各二次医療圏協議会

○募集方法

▽地域：各市町村広報誌

▽職域：各商工会議所

及び商工会の広報誌

○内 容

▽ウォ－キング講習会

（協力：健康運動指導士会）

▽健康スタンプラリ－

▽歩数計でチャレンジ

▽健康おやつの試食会



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【職域へのアプロ－チ】その１

○チャレンジ事業所 【和歌山医療圏】

健康づくり（運動）に取組もうと考えている事業所を募集し、

健康運動指導士を派遣し、健康づくり活動の支援を行う。

事 業 所 （４ケ所）

派遣

県健康運動指導士会

平成２１年度：２事業所が独自で実施。１事業所がアスレチッククラブに法人会員

昼休憩に運動を実施



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【職域へのアプロ－チ】その２

●健康セ－ルス （橋本医療圏）

圏域内事業所へ協議会委員（保健所・商工会等）が

訪問し、健診やたばこ対策、健康づくりの取組に

ついて依頼

●働き盛り世代のための

心の健康づくりセミナ－ （有田医療圏）

事業所の事業主、衛生管理者、労務担当者等を対象

に、事業所におけるメンタルヘルス対策についての

セミナ－を開催



二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【職域へのアプロ－チ】その３

●労働者の健康を考えるシンポジウム 【田辺医療圏】

生活習慣病が会社や家庭に及ぼすリスクについて、身体

面のみではなく、経済的な影響を切り口にしたシンポジウ

ムを開催

地域保健、職域保健
ともに健診（定期健康
診断・がん検診）の
受診率が低い

圏域の課題

○健診デ－タも分析・評価
○健診受診率向上に向けた取組

地域・職域健診受診向上
ワ－キングの開催



●健康に関する子ども会議の開催

子どもから見た親の健康づくりのあり方について、討論会

を開催し、討論内容を提言書としてまとめ、保護者に配布し、

親の健康に対する意識改革を図る。

●中・高校生徒とした健康づくりセミナ－の開催

高校卒業後、他府県に就学・就業する子どもが多いことから、

地元にいる間に、きちっとした健康づくりに関した知識を身に

つけてもらうためのセミナ－を開催

二次医療圏域の地域・職域が連携した取組（事例）
【教育と連携したアプロ－チ】



【成果と課題】（１）

●成 果

○地域の健康課題解決の取組について、事業企画・

実施・評価に至るまで地域・職域関係者が共同

して実施したことで、健康づくり事業への連携

協働体制が構築できた。

○事業所や地域、学校への出前講座等の実施により

地域・職域双方の人材の活用体制が図れた。

○健診受診率の向上を図るための地域・職域ワ－キ

ングの開催により、地域全体への普及啓発が図れ

た。



【成果と課題】（２）

●今後の課題

○地域全体の健康課題の把握と評価を行うため、経年的

に調査を実施し、評価・分析するシステムを構築する

ことが必要。

○メンタルヘルスは大規模事業所での最重要課題であり、

また小規模事業所においても事業主のメンタルヘルス

が問題とされていることからストレス対処能力向上に

むけた地域全体での予防活動の実践が必要。

○健診（がん検診を含む）受診率が全圏域で低調である

ことから、受診率向上を図るための地域・職域ワ－キ

ングを全ての圏域で開催し、特定健診とがん検診を併

せて実施する等、受診率向上に向けた取組が必要。


